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【パワーポイント資料：気候変動問題の特徴】 

図１ 気候変動の問題の特徴①                    図２ 気候変動の問題の特徴② 

図３ 気候変動の問題の特徴③                    図４ 気候変動の問題の特徴④ 

 図５ 気候変動の問題の特徴⑤ 
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【パワーポイント資料：気候変動問題の解決に向けて】 

図６ 気候変動の問題の解決に必要な行動とは①         図 7 気候変動の問題の解決に必要な行動とは② 

 図 8 社会の中での気候変動対策３つのアプローチ 

【パワーポイント資料：ワークショップの流れ】 

図９ ワークショップの流れ 
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【パワーポイント資料：地域レベルの対策を考えるための視点】 

図 10 地域レベルの対策を考えるために必要な視点①     図 11 地域レベルの対策を考えるために必要な視点② 
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ワークシート 

①建築 

A) どこでエネルギーを使って、CO2を出しているのか？(現状)    〔構成〕 

                                  ＊           

                                  ＊           

                                  ＊           

B) 削減の手掛かりはどのへんにありそうか？ 

 

 

 

C) どのようにして対策を進めていくと良いのか？ 

 

 

 

 

②工場 

A) どこでエネルギーを使って、CO2を出しているのか？(現状)      〔構成〕 

                                  ＊           

                                  ＊           

                                  ＊           

B) 削減の手掛かりはどのへんにありそうか？ 

 

 

 

C) どのようにして対策を進めていくと良いのか？ 
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ワークシート 

③原料（材料） 

A) どこでエネルギーを使って、CO2を出しているのか？(現状)         〔構成〕 

                                  ＊           

                                  ＊           

                                  ＊           

B) 削減の手掛かりはどのへんにありそうか？ 

 

 

 

C) どのようにして対策を進めていくと良いのか？ 

 

 

 

 

④運輸・都市 

A) どこでエネルギーを使って、CO2を出しているのか？(現状)         〔構成〕 

                                  ＊           

                                  ＊           

                                  ＊           

B) 削減の手掛かりはどのへんにありそうか？ 

 

 

 

C) どのようにして対策を進めていくと良いのか？ 
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ワークシート 

⑤発電 

A) どこでエネルギーを使って、CO2を出しているのか？(現状)         〔構成〕 

                                  ＊           

                                  ＊           

                                  ＊           

B) 削減の手掛かりはどのへんにありそうか？ 

 

 

 

C) どのようにして対策を進めていくと良いのか？ 

 

 

 

 

⑥農林水産業・土地利用 

A) どこでエネルギーを使って、CO2を出しているのか？(現状)         〔構成〕 

                                  ＊           

                                  ＊           

                                  ＊           

B) 削減の手掛かりはどのへんにありそうか？ 

 

 

 

C) どのようにして対策を進めていくと良いのか？ 
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【1回目の簡易バージョン参考資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CO2排出と削減対策の模式図
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・都道府県のエネルギー消費量、温室効果ガス排出量・CO2排出量とその構成 

多くの都道府県は温室効果ガス・CO2排出量（一部はエネルギー消費量も）を報告している。毎年の報告がなくても

過去の計画や白書で特定の年度の排出を報告している例もある（いずれも、発電所の CO2排出については、８ページ右上の

2 つの排出量計算のうち右側の、電力消費者が使用時に排出したとみなす計算を採用） 

報告のない一部の県のエネルギー・CO2は、経済産業省「都道府県別エネルギー消費統計」(エネルギー消費量と CO2

排出量)と、国土交通省「自動車燃料消費統計」(都道府県別の乗用車、バス、トラックの燃料消費量）から試算可能

(鉄道、船舶、航空が必要な場合別途調査)。経済産業省都道府県別統計の運輸は自家用乗用車のみであることに注意。 

 

・市町村のエネルギー消費量、CO2排出量とその構成 

政令指定都市以外では報告例は少ない。 

東京都の市区町村は個別に「ECO ネット東京 62」で 1990 年度以降の排出量を報告している。 

環境省は「地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト」で全国の市町村の部門別 CO2排出量を推定公表している。 

他に環境コンサルの e-konzal が全国の市町村の部門別 CO2排出量を推定公表している。 

都道府県の排出量を出荷額や自動車保有台数などの比で市町村に按分したもの（なお按分で e-konzal は産業部門

と業務部門については業種別に計算するなど工夫）でいずれも参考値。按分計算なので、市全体の CO2排出量が、市

内にある素材製造業工場の CO2排出量(国の温室効果ガス排出量算定報告公表制度で環境省等に開示請求可能)より小

さくなるような矛盾もあり得る。こういう不十分さはあっても実態把握の第一歩、手がかりになる。 

 

【パワーポイント資料：グループ分けの分野の説明とワークの内容】 

図 12 分野ごとの内容                          図 13 1回目のワークの具体的内容 

図 14 1回目のワークのまとめのイメージ 
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【２回目の議論参考資料】 
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【パワーポイント資料：Drawdownの簡単な説明と 2回目のワークの説明】 

図 15 Drawdown についての説明①               図 16 Drawdown についての説明② 

図 17 2 回目のワークのための説明①                 図 18 2 回目のワークのための説明② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 2 回目のワークのための説明③ 
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Drawdown リストの例（食料部門） 
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地域ワークショップセルフチェックシート 

お名前（            ） 

当てはまる番号に丸をつけてください。 

１）年齢  １．10 代  ２．20 代  ３．30 代 ４．40 代 ５．50 代 ６．60 代 ７．70 代 

２）気候変動に関する学習歴（業務等で携わった期間） 

  １． 1 年未満 ２．1 年～3 年 ３．4 年～9 年 ４．10 年以上 ５．20 年以上 

 

あ
て
は
ま
る

 

大
体
当
て
は
ま
る

 

一
部
当
て
は
ま
る

 

当
て
は
ま
ら
な
い

 

1. システム思考コンピテンス     

a) 私は気候変動の原因となる要因間の関係を認識できている     

b) 私は気候変動の原因となる要因間の関係を理解できている     

c) 私は気候に関連するシステムが不確実性を持っていることを理解している     

d) 私は気候に関連するシステムが様々な分野にどのように組み込まれているか
理解している     

e) 私は気候に関連するシステムが様々な規模（地域から地球規模まで）にどの
ように組み込まれているか理解している     

2. 協働コンピテンス     

a) 私は他者の視点から学ぶことができる     

b) 私は他者の視点を理解することができる     

c) 私は他者のニーズを理解することができる     

d) 私は他者のニーズを尊重することができる     

e) 私は他者に対して配慮することができる     

f) 私はグループ内での意見の不一致や論争等に対処することができる     

g) 私は参加型の方法で協力して問題解決に貢献できる     

h) 私は他者と一緒に共通のもの（作品・成果）を作ることができる     

3. 批判的思考コンピンテンス     

a) 私は気候変動の問題の規範（道徳や倫理等）に疑問を示すことができる。     

b) 私は気候変動の問題を解決するための実践に疑問を示すことができる     

c) 私は気候変動の問題解決のための選択肢について疑問を表すことができる     

d) 私は持続可能性について意見を述べることができる     
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あ
て
は
ま
る

 

大
体
当
て
は
ま
る

 

一
部
当
て
は
ま
る

 

当
て
は
ま
ら
な
い

 

4. 予測コンピンテンス     

a) 私は未来に対する自分自身の望ましいビジョンを描くことができる     

b) 私は多様な未来を評価することができる     

5．戦略的コンピンテンス     

a) 私は地域レベルにおいて持続可能性を促進する革新的な行動を協力して発展
させる（開発する）ことができる     

6. 自己認識コンピンテンス     

a) 私は地域のコミュニティにおいての自分の役割を考えることができる     

b) 私は地球規模の社会において自分の役割を考えることができる     

c) 私は気候変動に対する自分自身の行動を絶えず評価することができる     

d) 気候変動に対する自分自身の行動にやる気を起こすことができる     

７．規範的コンピテンス 

 

    

a) 私は個人や集団全体のエネルギー利用（特に輸送、モビリティ、暖房、栄養
等）に関する様々な分野の低炭素な生活様式に関して、自分の行動に潜む規
範や価値を振り返る 

 

    

b) 私は低炭素な生活様式を目指すための自分自身や集団のゴールやターゲット
について考える     

c) 私は低炭素な生活様式を目指すためには、トレードオフの問題が生じること
もあることを理解する 

 

    

d) 私は低炭素な生活様式を目指すためには、理想と現実との不一致があること
を理解し、折り合いをつける     

８．統合的問題解決コンピテンス     

a) 私は地域レベルにおいて、持続可能性の観点を取り入れた実行可能かつ公平
な気候変動問題に関する解決策を提示・実践することができる。 
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再エネ推進自治体政策の事例 

 

(1)目標 

・2050年 CO2排出実質ゼロ宣言目標を掲げる自治体が拡大（2020/3/11現在で 80自治体。道筋が決まっていないとこ

ろが大半だが、宣言自体は評価できる） 

https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html 

・気候非常事態宣言自治体も少しずつ増加(日本で 2020/3/14現在で 15自治体)。 

https://climateemergencydeclaration.org/climate-emergency-declarations-cover-15-million-citizens/ 

項目の中に排出ゼロか再エネ 100%を記載。福岡県大木町のように域内より先に自治体施設電力を 2030年に 100%と

率先目標を書いたところもある。 

（留意点）大型太陽光発電、地域外バイオマス燃料を利用するバイオマス発電所などで、地域外の大規模事業者が進出、

地元と紛争になることがある。次の条例制定などで原則、手続きをきちんと定めるのが有効。 

 

(2)条例制定 

・地域の資源利用なので地元主体を優先するなど原則を提示 

  滋賀県湖南市、長野県飯田市など。 

・乱開発防止（日本の制度は「ゾーン制」がないので自治体で対応） 

  愛知県新城市など。届け出義務。 

  長野県は紛争防止の住民協定のひながたを提示 

 

(3)大口への再エネ利用義務 

・再エネ利用検討義務 

 京都市など（2000m2以上の建物に対し再エネ利用義務）。 

東京都、横浜市、大阪府など（2000m2以上の建物に対し再エネ利用検討を義務づけ）。 

 東京都（排出量取引制度対象事業者に再エネオンサイト利用報告義務） 

 

(4)自治体電力小売会社 

・地域の再エネ発電所などの発電電力を地域小売会社が購入し、地域で販売。 

 群馬県中之条市、浜松市、滋賀県湖南市、鳥取県米子市、福岡県みやま市など 

（地域で再エネの多い電力を購入可能に。その一環として自治体施設で購入し再エネ比率向上） 

 

(5)電力の CO2排出量などの情報開示 

 東京都：エネルギー環境計画書制度で域内に供給する電力事業者の CO2排出係数、電力構成、計画など報告。 

 

(6)相談窓口 

・再エネ利用の相談窓口、近隣の大規模再エネ工事の不安などの相談窓口 

 長野県など 

 

(7)再エネ熱利用施設建設など 

・地域の再エネ資源を利用した再エネ熱利用施設建設など 

 北海道下川町、岡山県真庭市など。 


